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サ プ ラ イ ヤ ー ・ ネ ッ ト ワ ー ク と イ ノ ベー シ ョ ン の可能性
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I 序

1 . 問題の所在 と 目 的

アセ ンブ リー メー カーである自動車 メー カー

と取引する部品サプラ イヤ ーに関する 論調の多

くは悲観的である。 大企業に比べると， サプラ

イ ヤ ー は資源面や取引面において イ ノ ベ ー ショ

ンの制約があることは否めない。 しかしサプラ

イ ヤ ーの イ ノ ベ ー ショ ンは成熟化し， 限界に達

しているのだろうか。 サプラ イ ヤ ーのなかには

専門的な技術を強みにした イ ノ ベ ー ショ ンを引

起すことで， 既存事業の高度化や新事業を創造

し， 脱成熟化を実現しているのではないか。 日

本の製造業は世界でも高水準であり， 専門分野

でも相当の蓄積がある。 専門特化されたサプラ

イ ヤ ーだからこそできる イ ノ ベ ー ショ ンはある

はずで、ある1）。

そこで本稿ではサプ ラ イヤ ーに焦点、をあて，

その イ ノ ベ ー シ ョ ンの可能性を見出していくこ

とにする。 分析の対象とし て 広 島地域勺こ 集積

するサプラ イ ヤ ーを中心にとりあげる。 広島地

域に限定する理由は， 名古屋（三河） 地域や関

東地域とは地 理的に隔たれている広島に， 本社

と工場をもつマ ツダを中心にした自動車産業が
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営まれている点で， この地域に イ ノ ベ ー ショ ン

を推進する技術蓄積や企業集積などのユニ ー ク

な要因があると考 えられるからである。 そして

現実に イ ノ ベー ショ ンの必要性も高い地域だと

考 えられる。 広島に本社があるマ ツダは1996年

に フォー ドの傘下に入り， 徹底した コ ス ト 管理

を実施している。 これによ っ て サプラ イ ヤ ー と

の取引慣行の再編が進み， 広島地域でも受注減

による撤退を決断したり， 一次協力メー カーか

ら二次協力メー カーにな っ たサプラ イヤ ーもあ

る。 このようにこれまでどおり自動車 メー カー

と取引を継続し て いくことが困難な状態にあ

る。 これは自動車 メー カー との取引停止による

危機ととら えられる一方で， 制約の減少とも理

解でき， 新たな イ ノ ベ ー ショ ンによる事業展開

の可能性を大きくする要因とも考えられる。

イ ノ ベー ショ ンを推進する要因として ， 地域

の技術蓄積 ・企業集積の有効可能性を高めるサ

プラ イヤ ーのネ ッ ト ワ ー クに着目 し， 広島地域

に集積するマ ツダ協力サプラ イ ヤ 一群を中心と

した連携関係をとら えていく。 新製品開発の源

泉が個人の創造性であるように， 大きな観点、か

らみると地域ないしネ ッ ト ワ ー ク群が事業創造

の母体であると解釈できる。 つまり， 地域経済

や産業の実態を把握して中小企業を発展させる

背後要因を探ることと同じ視点である九 一般

的な中小企業に比べて部品サプラ イヤ ーは自動

車 メー カーを中心とした取引面での制約がある
一方で、， 自動車 メー カー との長期的取引が イ ノ

ベ ー ショ ンを促進させる面もある。 自動車 メー



- 50 - 経 済論 究 第 104 号

カー と密接に関わることで， じっくりと特定分

野に特化できる利点があるのである。 しかし，

現在は系列にとらわれない幅広い取引関係が要

求されており， 協力サ プライ ヤ ーが自動車 メ ー

カー と どのような関係を構築して行くのかが問

題となる。 そこで最も指針を与え得るのは， 地

元のサプラ イ ヤ 一群であろう。 地域に形成され

たサプラ イ ヤ 一群の関係は， 地域サ プラ イヤ ー

にとって相互活用 できる最も身 近な資産であ

る。 これらを分析の軸にして広島地域に立地す

るサプラ イ ヤ ーの立場から， サプラ イヤ ーの イ

ノベ ー シ ョ ンの可能性の足掛かりをつかんでい

きTこい。

2. サプラ イ ヤー に関する 先行研究

日本の自動車産業が世界を席捲してきた背景

には， 自動車 メ ー カー と部品サプラ イ ヤ ーの長

期的， 協力的関係があることが多くの 研究に

よって明らかにされている九 変化のはやい国

内市場で経営活動を行っていくために， 継続的

に迅速に自動車を開発する能力が要求されてき

た。 開発期間の短縮化で不可欠な役割を部品サ

プラ イ ヤ ーが担っている。 日本の部品サプラ イ

ヤ ー ・ シス テ ムは自動車 メ ー カーを中心にした

多層構造（系列） を形成し， 長期的な関係を重

視していることが特徴とされてきた。 これは下

層部のサプラ イヤ ーで製造された部品を一次部

品サ プラ イ ヤ ーがある程度まで部品をモジ ュ ー

ル化し， それを自動車 メ ー カーへ納入し完成車

として組み立てられるものである。

自動車 メ ー カー と部品 サ プ ラ イ ヤ ーの関係

は， Cl ark & Fujimoto (1991） によると以下の

ような関係であった。 日本の 自 動車 メ ー カーの

開発 プロジ ェ ク トの エ ン ジ ニ ア リング作業にお

いて， 30%を部品サプライ ヤ ー が行っていたの

に対し， アメ リカではほとん どすべての エ ン ジ

ニアリン グを自動車 メ ー カー が行っていたとい

う。 つま り 日本の部品 サ プ ラ イヤ ーは自動車

メ ー カー と深く密接な関係にあった。 また， 日

本の自動車 メ ー カー は部品サプラ イ ヤ ーの金型

製造 コ ス トをある程度まで負担していたこと

と， 部品サプラ イヤ ーに部品の コ ス ト， 品質の

責任をもたせ， アセ ン ブ リーラ インでは欠陥品

の検査を行わないという信頼に基づく関係に

あった。

これまで系列関係が厳しいと言われてきたと

はいえ， 現実にはサプラ イヤ ーは複数の自動車

メ ー カーと取引があり5）， 特定メ ー カ ーの資産

というよりも各 メ ー カー 共有の資産である傾向

が強かった。 これは 日本のサプラ イ ヤ ー が高い

エ ン ジ ニアリン グ能力をもっていることと， 自

動車 メ ー カー との良好な関係を維持していたと

い え る 。この点に関して， 多くの 自 動車 メ ー カー

と取引を行っているサプラ イ ヤ ーが， 協調的な

企業関係を 管理する能力を蓄積していることが

いわれている九 現在， 自動車 メ ー カ ー が系列関

係にこだわらず高度な技術さえあれば取引をす

るという立場はさらに強まっており， サプラ イ

ヤ ーが複数メ ー カー と取引しなければならない

のが現状であろう。 ましてや ドラス テ ィ ックな

経営革新を実施し， 部品の世界最適調達を実施

しているマ ツダの視野は， 広島地域外に向けら

れる頻度が増してきてい る と考 えられる。 この

点で， 広島地域サプラ イヤ ーはこれまでの制約

を克服し， 販路を拡大する好機である。 しかし

サプラ イヤ ーという立場ゆ えに 問題になる点が

ある。 それは自動車 メ ー カー との関係である。

広島地域では地方立地ということからも， 特に

マ ツダとの関係に何らかの変化が生じてくると

思われ る 7）。

しかし部品サプラ イヤ ーにとって自動車 メ ー

カーは イ ノベー シ ョ ンの源泉である。 日本の自
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動車産業は自動車 メー カー と部品サプラ イ ヤ ー

の協力体制があ っ てこそ， その優位性を発揮で

きたのである。 これは自動車 メー カーだけでな

く， 部品サプラ イヤ ーも何らかの イノ ベ ー ショ

ンを起 してきた こ とを意味する。 この点は金原

(1996） の 研究によっ て， 自動車 メー カーに対

するサプラ イ ヤ ーの取引依存度と新製品比率の

聞に正 の相関関係が存在することが明 ら かに

な っ ている。つまり長期的取引を通じて，人的 ・

技術的交流が促進される他に， 開発や コ ス トに

対して 自動車 メー カーから強い要請を受ける。

これが技術を深化させ， 専門能力を向上させて

いるのである。 その自動車 メー カー との関係が

変化す る ことは， これまで自動車 メー カー と共

に イノ ベー ショ ンを実現させてきた部品サプラ

イ ヤ ー に影響を与えることになる。

今後のサプラ イヤ ーのあり方に関して考える

上で， Dyer (1996) , Dyer & Sin gh (1998） が

興味深い議 論を展開している。Dyerらの見解は

組織聞 の優位性の源泉をこれまでの社会構造や

資源ベ ー スの観点、とは異なり， 組織の関係性の

視点（relation al view） から考察している8）。 こ

れは自社と関係のある専門特化した中核企業や

サプライ ヤ ーからなる組織群（bun dles） におい

てネ ッ ト ワ ー ク活動を展開することで， 他が追

随でき ない高度な独自製品を開発しうるという

立場 を 主 る。 つまり関係性の視点から考えるこ

とは， 企業聞をネ ッ ト ワ ー クによ っ て一連の関

係する も のと捉 え， 相互に ノ ウ ハウや資源を 共

有することで両者 （ないし集団） に良い関係を

構築するというパラダ イムである。 いわゆ る 日

本の系列取引的な考 えであり批判的見解もある

が， われわれは企業間の競争優位の源泉として

このパラダ イム を重視し， サプラ イ ヤ ーの イノ

ベ ー ショ ンを 論じていく。 山 田（1996） の 研究

で自動車産業に限らず地域の協力 メー カーは事

業創造が起こりにくいことが明らかにな っ てお

り， 一企業が単独で イノ ベ ー ショ ンを推進して

いくことにはなおさら限界がある。 広島地域に

は専有技術を保有したサプラ イ ヤ ーが多く集積

していると考えられることからも， 企業間の関

係に着目 し ネ ッ ト ワ ー ク を活用 して イノ ベー

ショ ンを実現させていくというDyerらの枠組

みは意義があるとい えよう。

II 広島地域サプラ イ ヤ一群の形成

1 . 地元協力会の生成

戦後， 中核企業のマ ツダは三輪 トラック メー

カー として発展を遂げた。 原爆が投下された翌

年の1946年（昭21） の戦後の混乱の中で， すで

に1000台 近く生産し， 以後 3 , 4 年は毎年の生

産台数が倍増する勢いであ っ た。 それまでのマ

ツダは外注加工にあまり依存せず， 内製化傾向

が強か っ た。 しかし， 好景気によっ て生産能力

が追いつかず， 外注へ積極的に乗り出した。 そ

の結果， 表 － 1 のように協力サプラ イヤ ー数は

1955年から’60年の 5 年間で 2 倍に増加し， マ ツ

表 1 戦後外注増加による変化

＼＼＼＼ 協力企業数 取引額 外注依存度 生産台数

1950年（昭 25) 43社 6 , 700万円 29. 1% 8,54 0台

1955年（昭3 0) 55社 5億4 , 000万円 4 7.5% 3 2, 980台

196 0年（昭35) 104社 46億5, 000万円 54 . 6% 157, 4 05台

（出所 ） 『東洋工業五十 年史』 よ り 作成。
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夕
、
の協力 企業 と の取引額は1950年（昭25） の

6 , 700万円から10年後の1960年（昭3 5） に は46億

5 , 000万 円にものぽった。 同時に外注依存度も

3 0%程度だ
、
ったものが， 1960年代には50% を越

えた 。 こうした マ ツダの急成長 を 支 えたのが協

力サプラ イ ヤ ーである。 外注加工の増大は協力

サ プラ イ ヤ ー数の増加と， 既存協力 サ プ ラ イ

ヤ ーの工場規模の拡大に依存したものだ
、
った。

これによって， 技術開発 を早期から推進してき

た マ ツダに， サプラ イ ヤ ーの技術が追いつかな

いという技術的な不均衡が生じた 。 自動車産業

は部品サプラ イヤ ーの納入する製品が直接的に

完成車の品質や原価に影響するた め， 協力サプ

ラ イヤ ーの技術向上はマ ツダにとって早急に対

処すべき問題となった。 この問題に対し， マ ツ

ダは後に述べて行くような 管理改革 を実施する

が， 協力サプラ イヤ ー側でも新た な動きがあっ

た。 協力会の結成である。

最初の協力会となったのは「東友会」という

親睦会のような集まりで， 1952年（昭27) 5月

に地元の機械 ・板金部門の第 1 次協力メー カー

20社で結成された。 会の目的は， 会員相互の親

睦 を はかり， マ ツダとの連絡を 緊密化して， 技

術の向上， 合理化の推進を目 標に相互協力 を 強

化する こ とであった。 東友会は精力的に活動 を

続げた 。 1958年（昭33） には生産活動における

労働災害防止のた めに東友会安全推進協議会 を

設置した。 翌1959年（昭3 4） には広島県ではじ

めて最低賃金制度 を確立し， さらに資材の 共同

購入や保険の代理業務 を行う東友興産 を設立し

た 。 当初は労務 管理中心だ
、
ったが， マ ツダの外

注 管理が強化されるにつれ， 東友会の役割も経

営全般にわたり合理化を推進した。 後の1967年

（昭42） 東友会は協同組合になり， 以下で述べ

る東交 会の参加会社も取込むこ と で会員が増加

した 。 現在の会員社数は76社である。

また二次協力メー カーでも， 1961年（昭3 6)

「東交 会」 という協力会が発足した 。 東交 会は

前年に結成された 二次協力サプラ イ ヤ ーの賃金

協議会が， ’61年に最低賃金制 を 確立したのに伴

い改称されたものである。 会の目的も東友会と

ほぼ同じく， 会員相互の親睦 をはかり， マ ツダ

と一次メー カ ーの指導援助 をもとに，技術革新，

品質向上， 生産性向上 を進めて， 相互の繁栄 を

促進しようとするものである。 東交 会は1965年

（昭40） に任意団体から協同組合になった。 そ

して1967年（昭42） に東交 会の会員の多くが東

友会に移籍することで， 東交 会は発展的に解消

した。

2. マ ツ ダのサプラ イ ヤー育成

協力会とマ ツダの関係は一朝一夕には構築で

きない。 過去か ら 現在に至る聞に， 様々な施策

が行われてきたであろう。 ここでは広島地域サ

プラ イヤ ー とマ ツダの関係構築の基礎になった

と思われる， 成長期におけるマ ツダのサプライ

ヤ ー 管理 を とりあげる。 1980年代はじめに山口

県防府市に新工場 を建設するまで， マ ツダは広

島地域で「 1 社 1 工場一貫生産体制」の方針 を

採っていた 。 この方針は広島の本社から宇品地

区へ延び
、
る大規模工場 を建設することで， 生産

効率 を上昇させるというもので， 本社工場と宇

品工場 を 隔てていた海上部分にマ ツダ専用 の橋

を架けたりすることで実現させた 。 全ての施設

が 1 ヵ 所に集中しているた め生産 管理が合理的

で， 工場間の輸送作業も徹底した合理化が可能

になる ヒ いうものだった 。 それだけマ ツダは広

島地域に根づいた生産 を実施していくという強

い経営方針 を打ち立てていたのである。 この方

針は地元サプラ イ ヤ ーにとって求 心力があった

と想像できる。 こうしてマ ツダは ’60年代に総

合自動車 メー カー として規模 を拡大させていつ

ヽ
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たのである。

外注依存度が高くなるにつれてマ ツダは外注

部門を強化し， 協力サ プラ イ ヤ ーの指導育成に

力を傾注した。 機械の貸与や技能指導， 品質 管

理教育， 作業 研究指導の推進， そして資金借入

の保証まで行うに至った。 外注強化によって協

力サ プラ イ ヤ ーへの指導は高まり， 長期的な展

望 に立った体系的なものになった。 サ プ ラ イ

ヤ ー 管理の具体的な施策として， 以下の点があ

げられている9）。 第 1 に経営分析指導として主

要協力サ プラ イ ヤ ーに個別に経営分析が行われ

た。 第 2 に経営者 教育として， 経営問題の講演

会や経営セ ミ ナーが開催された。 第 3 に資金繰

り 管理の指導として， 資金繰りの方法 などの講

習会が聞かれた。 そして第 4 に設備投資の調整

が行われた。 これはマ ツダの計画に基づいて各

サ プラ イ ヤ ーの設備投資が調整されるもので，

毎年 2月には投資予算が800万 円 以上のサ プラ

イ ヤ ーに 対して投資に関する検討会が聞かれ

た。 第 5 に標準会計制度の導入促進として， 協

力サ プラ イ ヤ ーのための標準会計制度が設けら

れ， 勘定科目 ， 仕訳伝票， 決算様式の統一， 勘

定体系の整備などが推進された。 第 6 に原価 管

理指導が行われた。 協力サ プラ イ ヤ ーの原価に

対する意識の向上をはかり， 原価低減の成果測

定の手法 を指導する研究会が開催された。 第 7

に価値分析（VA） 指導が行われた。 価値分析が

浸透することで， サ プラ イ ヤ ー が単なる加工

メー カ ーに留まることなく専門 メー カーへ脱皮

できるように指導がなされた。 第 8 に当時売出

し中の ファミ リアシ リー ズの生産体制を合 理化

させるファミ リア プランが推進された。 ファミ

リアの量産体制にかなりの改善点があり， それ

らを大規模な設備投資をせず「工夫とア イデアJ

による合 理化で既存設備の徹底的な有効利用が

はかられた。

現在では考えられないような依存的すぎると

思われる項目 もあるが， こうしてサ プラ イ ヤ ー

とマ ツダの協調的関係が構築されてきた。 しか

しマ ツダは生産増による立地の狭障さから， 1 

社 1 工場主義を撤回して山口県防府市に新工場

を建設することになり， 協力会も新しく編成さ

れることになる。

3 . 全国規模の協力会の設立

防府の新工場建設に前後して， 1981年（昭56)

に全国規模の協力会として「洋光会J 「洋友会」

「洋栄会Jが結成された1的（図 － 1）。 なかでも現

在の主な協力会となっているのが， 部品サ プラ

イヤ ーが構成している洋光会である。 洋光会は

1981年 5月に設立され， 関東， 関西， 西 日 本の

3 地区で独立組織を形成している。 関東洋光会

は関東地区周辺のサ プラ イヤ ー 70社， また関西

洋光会は関西 ・東海地区 周辺のサ プラ イヤ ー 55

社で構成されている。 広島の地元企業は西 日 本

洋光会に該当する。 西 日 本洋光会は中国 ・四国・

九州地区のサ プラ イ ヤ ー63社で構成され， 前述

の東友会の メンバーのほとんどが重複してい

る。 洋友会は 6 つの分科会に分けられ， 鉄鋼関

係8社， 鉄鋼商社関係8社， 鉄鋼 2 次加工関係16

社， 非鉄鋼関係4社， 燃料関係8社， 石油関係12

社の合計55社から構成されている。 洋栄会は型

具 メー カー31社， 装置 メー カー15社の合計45社

から構成されている。

以上のように， マ ツダの協力会は西 日 本洋光

会に重複している東友会を除いて合計した，290

社から構成されている。 そして広島地域のマ ツ

ダ協力サ プラ イヤ ー群は， 東友会の76社である

とい えよう。 これらはマ ツダの協力会の参加企

業数であり， もちろん取引関係にある企業は全

国で1000社以上の多岐にわたっている。
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図 －1 協力会の 組織図

関東洋光会 (70社）

洋光会（190社） 関西洋光会 (5 5 社）

部品 メ ー カ ー ト」 西 日本洋光会（65 社）

東友会（ 76 社）

マ ツ ダ 資材メ ー カ ー
洋友会（ 5 5 社）

およ び商社

要具およ び
産業 機械メ ー カ ー

洋栄会（ 45 社）

（ 出所） IRS (1984) , p. 87， 参加社 数は マ ツ ダ 『会社 概況j1998.9， 東友会については 『中国新聞』1998.5 .28を 参照。
な お ， 西 日本洋光会参加社 数65 社は 筆者の調査 （1999.1）に 基づ く。

4. 協力サプラ イ ヤー数の変化

マ ツダの好不況の波によってサプラ イヤ ーの

受注も左右される。 そして取引サプラ イヤ ーの

数も当然変化する。 ここでは最近の協力会の参

加会社数の変化を見ることにする。 表 － 2 に見

るようにバ ブ ル経済 の時期に ピ ー クに達した

後，減少してからは一定レベ ルで推移している。

バ ブ ル経済期で、目 をヲ ｜くのが’90年から’91年に

かけて会員社数が18社も激増したことである。

関東洋光会はそれまでの62社から72社へ， 西 日

本洋光会は62社から69社へそれぞれ増加してい

る。 ここで表 － 3 にあるマ ツダの自動車生産台

数の推移を見ると， 参加社数と同じく生産台数

もこの時期が ピ ー クであることがわかる。 これ

らの表から読み取れることは， ’90年における自

動車生産台数が140万台と最高潮に達し，今後も

好景気が継続することで生産能力を増強させよ

うとしたマ ツダの意図 である。 そして周知の通

りバブ ル経済の終震によって， 消費市場も落着

きを取り戻した。 生産台数は徐々 に落ち込み，

サプラ イ ヤ ー数もある程度まで減少した。 3 つ

ある洋光会の中で， パフ
、
ル経済崩壊後の減少数

が多かったのは西 日本洋光会である。 考 えられ

るのは， 関東地区には進んだ
、
技術があり， それ

表 － 2 洋光会の 参加社 数

｜＼ 関東 関西 西 日本 合 計洋光会 洋光会 洋光会

1985 年 6 2  5 7  5 9  1 78社

’86 年 6 2  5 6  60 1 78社

’87社 6 3  5 6  6 2  1 81 社

’88 年 6 2  5 6  6 2  1 80社

’89 年 6 2  5 6  6 2  1 80社

’90 年 6 2  5 6  6 2  1 80社

’91 年 72 5 7  69 198社

’92 年 72 5 7  69 198社

’93 年 72 5 7  6 6  195 社

’94 年 70 5 7  6 4  191 社

’95 年 70 5 5  65 190社

’96 年 70 5 5  65 190社

’97 年 70 5 5  65 190社

’98 年 70 5 5  65 190社

ロニロロ
L 

~ 
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表 － 3 過去10年 間の自動車生産台数の 推移

＼＼ 生産台数

1988年 1 ,220 ,6 6 4台

’89年 1 ,270 ,086 台

’90年 1 ,422 ,6 26 台

ち1 年 1 , 385 ,941 台

’92年 1 ,281 ,050台

’93年 1 ,029 ,1 28台

’94年 985 ,821 台

’95 年 771 ,450台

’96 年 773 ,5 6 7台

’97年 869 ,009台

（出所 ） マ ツ ダ広報室 『会社 概況』1998 .9 。

が関東地区のサプラ イヤ ーとマ ツダとの取引継

続の要因になっていることである。 それだけ地

元広 島のサプラ イ ヤ ーは淘汰されていることに

もなる1九しかし問題なのは， サ プラ イヤ ー数が

生産台数の割に減っていないことである。 現在

の生産台数は ピ ー ク 時の 6 割程度しかなく， 生

産台数の規模で言 えば1970年代後半と同水準で

あり， サプラ イ ヤ ー数が過剰気味であることは

否めない。 こうした情況を打破するために資本

提携先だった フォー ドのマ ツダに対する経営参

加が始まり， 本社の経営改革がなされている。

その徹底した コ ス ト 管理がこれまでにない厳し

い要求として， サプラ イヤ ーに出され始めてい

る。

III 広島地域サプラ イ ヤーの再編

1 . 現状

サ プ ラ イ ヤ ーと自動車 メー カーの協力体制

が， 開発期間の短縮や技術力向上に不可欠であ

ることは繰り返し述べてきた。 ここでは現在の

サプラ イ ヤ ーには何が要求されているのか， そ

の現状を把握しておく問。 自動車 メー カー がサ

プラ イヤ ーを利用する理由で最も多いのは， 内

製するよりも外注の方が低 コ ス トですむことで

ある。 実際に下請選定において重視する項目 と

して「価格 J が75%，「品質j が58%， 「納期の

確実性」が51%をあげる企業が多いのである。

最近， サプラ イヤ ーとの取引を見直し， 取引の

集約を行った自動車 メー カーが全体の約 3 割に

のぼったという。 その 理由は多いJI買に「下請の

管理の効率化」，「部品 共通化による部品数の減

少J，「ユニ ッ ト発注の増加Jであり， 自動車 メー

カーの コ ス ト ダ ウ ンに対する強い取り組みがう

かが える。 こうした背景から近年， 下請選定で

重視されるようになったのが， ①「経営の健全

性J， ②「短納期への対応力」， ③「企画 ・提案

能力」である。 自動車 メー カーにとって①は リ

スク分散のメリッ トがあ れ ②で開発ス ピ ー ド

を増加させ， ③によってサプラ イ ヤ 一利用によ

る範囲の経済性を実現できるのである。

広島地域の部品産業について調査した報告が

ある。『リサー チ中国』（1998） によると， 広島

地域の部品サプラ イ ヤ 一保有技術として多いの

は接合， プ レ ス成形， 切削， 3 次元CAD， 金型

加工などである。 また， 部品サプラ イヤ ーの連

携 ・ 協力の相手先の業種の指向は， 半数近くを

自動車産業が占めている。 このことから， 広島

地域では自動車産業が中心になっていることが

うかが える。 こうしたサプラ イヤ ーのニ ー ズが

あるにもかかわらず， 協力関係がうまくいかな

い理由として， 規模の大きいサプラ イヤ ーほど

非公 開意向が強いことが指摘されている。また，

サプラ イ ヤ ーが自社の売り物と考える事項と主

要企業が外部委託で要望する事項とはほぼ一致

している。 だが情報公 開や情報提供に関しては

主要企業（組立 メー カー） よりも部品サプラ イ

ヤ ーの側が消極的であるギャッ プ がみられる。

現実にアウ ト ソ ー シ ングの需要は増大傾向にあ

I 

I 
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り， 部品サプライ ヤ ーはこうしたニ ー ズに積極

的に対応すべきだと指摘している。

単純な部品生産に比べると機械加工サプライ

ヤ ーは製品が大規模である。 ア セ ンブ リー メー

カーに納入する製品（部品） が大規模であるほ

ど輸送 コ ス トがかかるため， 機械加工のような

サプライ ヤ ーは組立工場に近接したほうが効率

がよい。 このため部品の世界最適調達を推進す

るマ ツダも， 海外から大規模な製品を輸入する

ことに慎重になる。 この点で， 広島地域に多く

存在する比較的大規模な部品の調達が世界へ流

れる可能性は低いと思われていた。 しかし， 最

近になりマ ツ ダ遊休生産設備の活用のため一部

のプレ ス加工を内製化することを決定した問。

また， マ ツダが部品サプライ ヤ ーの取引先とし

て韓国の部品サプラ イヤ ーを意識しはじめてい

るのも事実である川口 韓国国内の自動車産業が

不況の最中にあり， 新たな販路を 日本に見出し

ているのである。 関東地区などに比べて距離的

な制約も軽減され， 部品の世界最適調達を推進

するマ ツダにとって韓国は非常に魅力的な市場

である。そして韓国部品サプラ イ ヤ ーにしても，

世界の ビ ッグ ス リーの フォー ド・ グルー プのマ

ツダは， 世界進出する のには絶好の企業である。

2 . 動向

マ ツ夕、は1996年に経営再建のため， これまで

資本提携先であったフォー ドの経営参入を余儀

なくされ， 全社的改革が進められている。 マ ツ

夕
、にとって年間の部品購買費は約 1兆円にもの

ぼり1円 材料費を削減することが経営再建のひ

とつの課題となり， その影響が部品 サプライ

ヤ ーに及びはじめている。 製造業にとって コ ス

ト 削減は果てなきものとはい え， 容易に達成で

きるものではない。 そのなかでサプライ ヤ ーの

動向に目 を向けると， 各企業で新事業や販路拡

大などの動きが見られる。 本節はそうしたサ プ

ラ イヤ ーのいく つかをとりあげていく。 最初に

とりあげるモルテ ンは競技用ボー ルの世界企業

であり例外的だが， 広島地域を代表する多角化，

グローパル化に成功しているサプライ ヤ ー とし

てとりあげた。

【モルテ ン】（広島市西区）

競技用ボー ルの生産で有名な企業である。 広

島市はゴム長靴や雨合羽といった ゴ ム加工の地

場産業が盛んであった。 モルテ ンは1958年（昭

33） に設立された。 翌年 2月， 第一号ボー ルが

誕生し， 4月には自動車用 ゴム製品の製造を開

始している。 後の1964年（昭39） に新素材の エ

チレ ン ・プロピレ ンゴムに着目 し， 1969年（昭

44）に自動車用精密 ゴ ム 製品の開発に成功した。

そして1973 年（昭48） に自動車用精密 ゴ ム の製

造を開始し， マ ツダの協力企業の一員となった。

モル テ ンは自動車用 ゴ ム 製品に関して， 一般

的な ゴム製品から， 独自の技術を生かした精密

ゴ ム事業を進化させている。 他方， 蓄積された

技術力を生かせる範囲で多角化をすすめる方針

をとっており， ゴム関連の技術を生かして競技

用 ボー ル市場で世界的な企業に成長し て いっ

た。 モル テ ンはこれら2つの事業を展 開して い

る。

つまりモルテ ンの事業変革の根底は， 広島地

域に蓄積されたゴム加工の「ゴム の成型技術J

の応用であった。 自動車部品よりも競技用ボー

ルという世界的な新規事業を展開させている点

で全国で稀な例だが， 理想的な展開であること

に違いない。

【ノ ＼ マ ダ】（安芸郡府中町）1 6) 

ハ マ ダは「切削技術Jをもとにしてクラッ チ，

ギア， 油圧ポ ンプなど100種類を超す部品を生産
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する。 かつては 日本製鋼所， コ マ ツ などの機械

メー カーが取引の半分を 占めていたが， 1983年

（昭58） にマ ツ ダに一本化した。 その理由は，

中小企業 ゆ え人的， 資金的， 技術的にも限界が

あるため， 自動車と機械に分散させていたら技

術革新に乗り遅れるというものだった。

ハマ ダはマ ツ ダの業績不振で自身の受注も減

少し， 従業員も当時の半分以下に削減されたが，

工作ロボッ トに切換 えることで生産を維持して

きた。 そんな不景気の現在もマ ツ ダへの一本化

に後悔はないという。 そこには切削技術に対す

る長い経験と知識があるという。 これらの蓄積

が品質 向上と コ ス ト 削減への自信につながって

いるのだ。

【仁保製作所】 （広島市南区）1 7) 

仁保製作所はもとはマ フラーを製造する一次

協力メー カ ーだ
、
った。 しかしマ ツ ダは以前から

関東の部品 メー カーと共同出資でマ フラー製造

の新会社を設立し， 地元にない高度な消音器技

術を獲得しようとしていた。 そして1993年にマ

ツ ダからマ フラー製造の打切りを告げられた。

マ フラー 製造は高度な技術を持つ新会社で行わ

れるようになったのである。 それから仁保製作

所は二次協力 メー カーとなった。 マ ツ ダの要求

する品 質 に到達できなかったために二次 メー

カ ーになったのである。

これは広島という隔絶された土地という地域

性のデ メリッ トだろう。 これを機に社長は手持

ちのマ ツ ダ株を手放し， 見切りをつけた。 そし

て持ち前の 「 プレ ス加工」の技術開発に取組み，

新たに関東， 関西方面18）との取引を開始した。

【デ ルタ工業 ・東洋 シー ト】

（安芸郡府中町 ・安芸郡海田町）1 9) 

両社はこれまで同じ シー ト関連の企業として

慣例的にすみわけされ， シェ アを分かち合って

いた。 マ ツ ダ車の中でも比較的大きな車種の

シー トをデ ルタ工業， それ以下を東洋 シー トが

受け持つ ていた。 車種にはそれに合った生産設

備が必要であるため， 自ずと発注先も決まって

いたという。 しかし1994年に入札が行われるこ

とになり， すみわけが崩壊することで両社は完

全な競争相手となった。 当時の新車の シー ト開

発から入札が行われ， 結果， デ ルタ工業が生産

することに決定した。 一方で両社は シー トづく

りの技術を生かし合い， コ ス ト ダ ウ ンで協力す

ることになる。 これは シー ト の頭文字のS を

とって「S 30計画」 と呼ばれ， 部品の 共通化，

主要部品の 共同開発による コ ス トの30% 削減が

目 標とされるものであった。 そして両社による

新たな シー ト分業生産がなされた。 座席を上下

させる機能の部品はデ ルタ工業が担当し， 座席

本体は東洋 シー ト， 座席をスラ イ ドさせる機能

の部品は共通という生産方式である。 すみわけ

の慣行の廃止は両座席 メー カーにとって脅威で

あり危機ととら えられただろう。 しかし競争す

ることで コ ス ト 削減や品質 向上により励み， あ

らたな協力関係も生み出すことで両社は存続し

ている。

3 . 考察

まず最初にとりあげたモルテ ンは広島市の地

場産業であるゴム成型技術をもとに， 工業用 ゴ

ム 製品と競技用ボー ルという 2 つの事業を軸に

展開している。 そして， 自動車用部品ではゴム

製品を独自の技術で精密 ゴム製品にすることに

成功している。 次に 論 じたハマ ダはアセ ン ブ

リー メー カ ーのマ ツ ダとともに存続をはかる形

態である。 マ ツ ダに取引を一本化した時期は

1983年で， 好況期における決断である。 一見す
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ると， ハマ ダはマ ツ夕
、
に取引を集中させたこと

で， 受注量が減少し業績不振になったと思われ

る。 しかしこの時に技術的に特化していたこと

が， 自社が「切削技術」もって独自性を発揮す

る上で， よい指針になったと考えられる。 3 つ

めの仁保製作所はハマ 夕
、
とは異なりマ ツダと距

離をおく形態である。 そのきっかけはマ ツダに

マ フラーを直接納入する一次協力 メー カーか

ら， 二次協力メー カーになったことである。 一

次協力メー カーであるためには， メー カー側の

要求するレベ ルの製品をつくらなければならな

い。 そのために最先端の技術が必要だったのだ

が， 取り込むことができなかったところに問題

があった。 4 つめの シー ト関連企業のデ ルタ工

業と東洋 シー トは同業者間の競争， 協力関係で

ある。 これまで車格 別にすみわけされていた

シー ト製造企業が入札の導入により競争相手と

なったが， これまで蓄積してきた技術や ノ ウ ハ

ウ を相互に 共有することで， 両社にとっての新

技術や コ ス ト ダ ウ ンを実現した。 そして シー ト

製造を両社で分業化することによって， より専

門化をはかることになり設備面での効率化も達

成した。 マ ツダとしては シー ト メー カーは 1 社

でよかったのかもしれないが， シー ト メー カ一

両社が協力することで コ ス ト ダ ウ ンを実現し企

業は存続している。 これは地元企業同志である

のに加 え， 同業社の連携である点でユニ ー クな

形態である。

視点、をか えて各サプラ イヤ ーとマ ツダとの関

係をみるとそれ ぞ れに特徴があることがわか

る。 最初のモルテ ンは世界市場を 占有している

競技用ボー ル事業と並行して部品事業を展開さ

せており， 既存事業との併存型とい える。 ふた

つめのハマ ダは切削技術を基盤にして， 事業を

マ ツダに一本化していることから， 自動車 メー

カー と共存する形態である。 対して仁保製作所

は二次部品 メー カーになったことを機に手持ち

のマ ツダ株を手放し， 他産業へ移行しているこ

とから自動車 メー カー と距離をおく形態であ

る。 シー ト メー カーの 2 社は同じマ ツ ダ協力企

業内における協力関係を構築している点で， 既

存事業での同業者 との競争 ・協力形態である。

このようにマ ツダとの関係はサプラ イ ヤ ーそれ

ぞれによって異なる。 サプラ イヤ ーの イ ノ ベ ー

ショ ンは， 自動車 メー カー と取引をすることで

高まるが， メー カーから取引停止を通告された

ならば従うしかない立場にある。 とはい え各サ

プラ イ ヤ ーを見ると， 自社の持つ技術に特化し

深化させることで， 何らかの イ ノ ベ ー ショ ンを

創り出す努力が現れている。

N イ ノ ベー シ ョ ンの可能性

これまでの考察によって， 広島地域には自動

車産業関連の業種を中心にした技術集積や， サ

プラ イ ヤ ー群といった企業集積が形成されてい

ることを明らかにしてきた。 広島地域サプラ イ

ヤ ーにおける地域のメリッ トは， 当地域におけ

る技術蓄積と企業集積が形成され， 地域内 の

ネ ッ ト ワ ー クが存在することと， アセ ン ブ リー

メー カ ーのマ ツダと近接していることである。

デ メリッ トとしては地方立地 ゆ えの技術の先取

性の遅れや， 閉鎖的で慣例的な取引関係があっ

たことがあげられる。 マ フ ラー製造 サ プ ラ イ

ヤ ーの例でも中央部との技術力格 差 が露呈し

た。 このような長短所があるが， 広 島地域は自

動車部品サプラ イヤ 一群を有する 日本国内でも

貴重な存在であり， ポ テ ンシャルを保有する地

域である。 広島地域は自動車産業を創生し， 発

展させることができた高度な技術基盤をもった

地域であり， こうした地域性を考えると一概に

自動車産業からの事業転換を唱 えるだけが， 施
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策ではない。今後，サプラ イ ヤ ー間でネ ッ ト ワ ー

クを利用することで， 新たな技術開発が可能に

なるのではないだ ろ うか。

寺本（1990） は変化の激しい企業に求められ

る項目 と して，「 リスクの軽減 ・ 分散J「ス ピ ー

ド・ エ コ ノ ミ ーの実現J「ス コ ー プ ・ エ コ ノ ミ ー

の実現」の 3 つあげている。 これらは先に述べ

た自動車 メー カー が部品サプラ イ ヤ ーに要求す

る「企業の健全性」「短納期への対応力J「企画 ・

提案能力」の 3 項目 と一致する。 まず「 リスク

の軽減 ・ 分散」 によっ てサプラ イ ヤ ーの経営健

全性につながる。 次の「ス ピ ー ド ・ エ コ ノ ミ ー

の実現j で， サプラ イ ヤ ーの短納期への対応を

可能にする。 そして 3 つめの「ス コ ー プ ・ エ コ

ノ ミ ーの実現」により， 少し強引な解釈だがサ

プラ イ ヤ ーの企画 ・ 提案能力に新結合を生み出

し得る多様性を提供するだろう。 それらを実現

するための鍵となるのがネ ッ ト ワ ー クである。

ネ ッ ト ワ ー クを利用することで， 理 論上ではサ

プラ イ ヤ ー は自動車 メー カーの要求に応 えるこ

とができることになる。 またネ ッ ト ワ ー クを利

用することで， 金原（1996, 1997） の指摘する

ように自社の専有技術に特化することも可能に

なり， サ プラ イ ヤ ーの イ ノ ベ ー シ ョ ンの可能性

は 高 ま る。 こ れ は Dyer (1996) , Dyer&Singh 

(1998）らの，専門分野に特化したサプラ イヤ 一

群の関係性を重視する考えにも合致する。 サプ

ラ イヤ ー と自動車 メー カーの比較的安定した取

引関係は， 専門特化した分野の 研究に没頭でき

る利点、がある。 こうした点をうまく利用してい

くことが， サプラ イ ヤ ーの イ ノ ベ ー ショ ンを促

進する要因となるのはいうまでもない。

この点で広島地域サプラ イ ヤ ーはマ ツダと隣

接している優位性がある。 また高い技術を持つ
一次サプラ イヤ 一群も存在する。 地方に立地し

中小企業が多いサプラ イ ヤ ーが形成するネ ッ ト

ワ ー ク関係は， 海外進出から全国展開， 地元に

おける連携など様々な形態がみられる。 今後，

広島地域サプラ イ ヤ ーが イ ノベー シ ョ ンを推進

さ せるう えで， 同業種， 異業種に関わらずネ ッ

ト ワ ー ク関係の構築は大きな可能性を秘めてい

る。 サプラ イ ヤ ーにとっ て最も身近なア イデア

の源泉はこれまで培 っ てきたマ ツダ協力会メン

ノ てーであろう。 つまり専門技術をもっサプラ イ

ヤ ーの集合体であり， ここから イ ノ ベ ー ショ ン

が起こりうると考えることができる。 マ ツダ協

力会のなかでも会員数が減少している西 日本洋

光会のサプラ イ ヤ ーにとっ て イ ノ ベ ー ショ ンの

必要性は高い。 近年は関東洋光会の会員社数が

増加している。 地元にはない技術を持ち， 競争

の激しい中央部サプラ イヤ ーの参加によっ て，

新たな新結合が実現するようにネ ッ ト ワ ー キ ン

グ活動を促進していくことも必要であろう。 そ

れによ っ て イ ノ ベ ー ショ ンの可能性が高まると

考えられる。

しかし現実には一次サプラ イ ヤ ーは相互に協

力関係はあるにしろ， 自動車 メー カーによっ て

部品別の主要サプラ イヤ ー として位置づけられ

ている。 そのため異なる部品を製造する一次サ

プラ イ ヤ 一同志が結合してもあまり成果は期待

できない。 そのため企業独自の要素を結合 さ せ

て， イ ノベ ー ショ ンを引起すことは困難である

と考えられる。 デ
、
ルタ工業と東洋 シー トの協力

例のような型は稀であろう。 これは同様に自動

車 メー カ ーに近い二次サプラ イ ヤ ーにも， 少な

からず該当すると思われる。 つまりネ ッ ト ワ ー

クを利用したサプラ イ ヤ ーの イ ノ ベー ショ ンに

は， メー カー と一次サプラ イ ヤ ー， 一次サプラ

イヤ ー と二次サプラ イヤ ー ， それ以下のサプラ

イヤ ー 聞など様々な型が考 えられる。 忘れてな

らないのは， メー カー と離れるにつれてサプラ

イヤ ーの規模は小 さ くなり， 専門技術に特化せ
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ざるを得ない情況にあることから， ネ ッ ト ワ ー

クはこうした中小サプラ イヤ ーにおいて， より

重要だということである。 例えば， 一次サプラ

イ ヤ ーがこうした専門特化した中小 サ プ ラ イ

ヤ ーを活用することや， 零細サプラ イ ヤ ー 聞に

おけるネ ッ ト ワ ー クでも， イ ノ ベ ー ショ ンの可

能性は高まるのである。 サプラ イヤ ー群におい

て何らかの新結合を生み出すためにも， ネ ッ ト

ワ ー クによる相互補完を推進させていく必要が

あり， そうすることで イ ノベー ショ ンを実現す

る可能性も増してくるのである。

V おわ り に

本稿ではサプラ イ ヤ ーが イ ノベ ー ショ ンを推

進するためにはネ ッ ト ワ ー クが重要であり， こ

こに イ ノ ベー ショ ンの可能性を高める糸口があ

るという立場で 論 じ てきた。 地方に立地する企

業にとって地元は最も身近に利用できる事業母

体である。 そして協力会を通 じ て 全国サプラ イ

ヤ ーとの連携も図 ることが可能である。 広島地

域サプラ イ ヤ ーにして みれば， マ ツダの本社や

工場に近接し， 協力会メンバー群が集積してい

る地域に立地している優位があるのである。 広

島地域は首都圏ほど大規模ではないが， ひとつ

のまとまった産業地域であ る 。 そこでまずは足

元をという視点から， 地域にあるサプラ イ ヤ ー

の技術蓄積の活用できる可能性について再考の

余地があると指摘してきた。 しかし， 広島地域

サ プ ラ イ ヤ ー 聞 の ネ ッ ト ワ ー ク の 問題 点 とし

て ， 情報量及び情報媒体の乏しい現状であるこ

とも指摘した。 他のサプラ イヤ ーが何をしてい

るのかを知る媒体の整備が遅れているため， 各

サプラ イ ヤ ー が持つ技術を生かしきれていない

のである。 この問題はネ ッ ト ワ ー キ ング活動を

実施する上で大きな支障となる。

また金原（1996） はサプラ イ ヤ ーの ト ッ プ の

役割が重要なことにもふ れ て いる。 サ プ ラ イ

ヤ ーが中小規模であるほど ト ッ プ の役割は大き

くなる。 つまりサプラ イ ヤ ーの ト ッ プ が決定し

実施する今後の方針が， 新事業創造が成功する

かどうかを左右しやすい。 ト ッ プ でなくとも，

個人ないし少人数のグ ルー プ が イ ノ ベ ー シ ョ ン

の原動力になることは， 拙稿（1998） で も 述べ

たように他産業でも広く見られ， そこでは個人

が主意主義的な行動を行うことで イ ノ ベ ー ショ

ンが実現している。 若者 の中小企業離れが叫ば

れて久しいが， 中小企業も目 先の雇用確保から

今後の人材育成まで課題は多く残って おり， 若

者 を惹きつける施策や個人の専門的技能を向上

させるようなマ ネ ジ メン トの必要性は増してく

るだろう20）。

われわれの今後の課題は， 広島地域 サ プラ イ

ヤ ーの実証 研究を進めるとともに， サ プ ラ イ

ヤ ー ・ イ ノ ベ ー ショ ンにおけるネ ッ ト ワ ー クの

有効性に関連した文献による精搬な 理 論的後づ

けをし て いくことで あ る。 こうしたサ プ ラ イ

ヤ ーの イ ノ ベー ショ ンに関する体系的な 研究を

行っていく布石として， 本稿を位置づけたい。

【注】

1 ） イ ノ ベー シ ョ ン という 概念を本稿では， Zaltman,

et al (1973） や塩次 （ 1984） ら と同じ く ， 当該組織 が

採用するこ とによ り 何 ら か の新規性 があると み なさ

れるア イ デア， 手段， 製品 な どとする。 また， 脱成熟

化についてはAbernathy, et al (1983）に詳し い 。 マ

ツ ダの社名に関しては， 議論に支障 がないため現在の

マ ツ ダで統一した。

2) 本稿にお ける広島地域とは， 同 じ く 地域の視点、か

ら 詳細 な統計を実施している 『広島県の工業』 の分類

に準ずる。 広島地域とは以下の市町村 （圏 ） の集合概

念である。
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広島地域

市町村圏 該当市町村

広島市 ， 大竹市 ，廿 日 市市 ，府中町 ，海
広島 田 町 ，熊野町 ，坂町 ， 大野町 ，湯来町 ，

佐伯町 ，宮島町 ，向原町

賀茂
東広島市 ，黒瀬町 ，福富町 ，豊栄町 ， 大
和町 ，河内町

g 呉市 ，音戸町 ，倉橋町 ，下蒲刈町 ，蒲刈
町 ，安浦町 ，川尻町 ，豊浜町 ，豊町

江能 江田島町 ，能美町 ，沖美町 ， 大柿町

吉和村 ，加計町 ，筒賀村 ，戸河内町 ，芸

芸北
北町 ， 大朝町 ，千 代 田 町 ，豊平町 ，吉田
町 ，八千 代 町 ，美土里町 ，高宮町 ，甲 田
町

竹原
竹原市 ，安芸津町 ， 大崎町 ，東野町 ，木
江町

3 ） 塩次 （ 1994 ） はこ の立場か ら 議論 し て いる。
4 ） 例 え ばClark & Fujimoto ( 199 1) ,  Dertouzos, et al 

( 19 89) , Roos, et al (199 0）。

5 ） 伊丹他 （19 88） も 参照。

6 ） 藤本他編 （ 199 8) , 7章を参照。

7) 後に事例でみるが，自 動車産業か ら の撤退や 自 動車

メ ー カ ー と距離を お く こ と ，また浅沼 （ 199 7）にある

ように貸与 図 メ ー カ ー か ら 承認 図 メ ー カ ー へ変化す

るこ と も 考 え ら れる。

8 ） 分析単位 がそれぞれ異 なる。 産業構造理論では産業

であ り ，資源準拠理論では単一企業であるが，関係性

理論では分析単位 が企業の ペ ア も し く はネ ッ ト ワ ー

ク である点 が特徴である。

9 ） 『東洋工業五十 年史』 pp.4 21-4 23。

10） 各協力会 の詳細は以下 の通 り である。

設立 ： 19 81 年5 月
関東洋光会 会長 ： 側プ リ ジ ス ト ン取締役社長

海崎洋一部

設立 ： 19 81年5 月
関西洋光会 会長 ： 松下電器産業側取締役社長

森下洋一

設立 ： 19 81 年5 月
西 日 本洋光会 会長 ： （捕 ヒ ロ テ ッ ク 取締役社長

鵜野俊雄

設立 ： 195 2年5 月
東友会 理事長 ： 黒石鉄工側取締役社長

黒石育雄

設立 ： 19 81年9 月
洋友会 会長 ： 新 日 本製銀側常務取締役

猪熊研二

設立 ： 19 81年9 月
洋栄会 会長 ： 坂本重工側取締役社長

坂本伸夫

11 ） 現実に地元 サ プ ラ イ ヤ ー か ら なる東友会 の会員社

数は80年代 前半に9 2社あ ったの が ’9 8年には6 7社へ減

少 し て いる (IRS ( 19 84 ） ，『中国新聞』 9 8. 5 . 28）。

12） 中小企業庁編 『平成 10年度版中小企業白書』 大蔵省

印刷局 ， 199 8。
1 3） 『中国新聞』 199 8. 12. 30
14 ） 『中国新聞.］ 1999 . 2. 150 

15 ） 『マ ツ ダ有価証券報告書総覧』 第1 32期。

16 ） 『中国新聞.］ 199 8年 2月 5 日 ，「 特集マ ツ ダ の風j を
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